９　権威主義体制から民主主義への移行：その挫折と成功　　06092010

1987年6月民主化抗争を通して、建国以来ほぼ40年続いた権威主義体制が大統領直接選挙制への憲法改正を受け入れることによって、民主主義体制への移行を開始した。こうした韓国における民主化がなぜ成功したのかを、他の地域との比較、さらには比較政治学における民主化の理論的な考察をも参考にして、解明する。

理論的問題関心：民主化の政治力学

必読文献

木宮正史「韓国の民主化運動-民主化への移行過程との関連を中心にして-」坂本義和編『世界政治の構造変動　第４巻　市民運動』（岩波書店　1995年）pp.181-223。
Ⅰ　権威主義体制から民主主義体制への移行をめぐる比較政治学的考察

１：民主主義の定義：手続き的民主主義と実質的民主主義

手続き的民主主義(procedural democracy)：選挙のような制度を通して合意されたゲーム規則の中で、公正性を備えた競争が制度化されること（個々人が人民（有権者）の投票を獲得するための競争的闘争を行うことにより決定する権力を獲得するという、政治的決定に到達するための制度的装置。参加の強調が実は、動員になってしまうことによって全体主義体制へと転化することを回避するために、競争の契機を何よりも強調しようとする。：政府を構成する手続きとしての側面を重視する。）

実質的民主主義(substantive democracy)：以上の民主的原理が社会的に拡散し、社会・経済的平等のための実質的な参加が保障されること（政治的決定に到達するための一つの制度的装置であって、人民の意志を具現するために集められるべき代表者を選出することによって人民自らが問題の決定をなし、それによって公益を実現しようとするもの：人民の意思を源泉とした権力構成とそれによる共同体の共通善の実現を重視する。）
２　ポリアーキー（polyarchy）と民主主義

ポリアーキー(Polyarchy)：かなりの程度民主化され、かつ自由化された体制である。即ち、高度に包括的で、かつ公的異議申し立てに対し広く開かれた体制である。

Polyarchies are regimes that have been substantially popularized and liberalized, that is, highly inclusive and extensively open to public contestation.

民主主義を成立させる２つの条件

Ⅰ　公的異議申し立て（public contestation）:政府の行為に異議を申し立てようとする政治体系内のメンバーに対して、上記の８つの条件が公に整備され、公に利用され、また保障されている程度。

Ⅱ　包括性（inclusiveness）：政府の行為に影響を与えたり、それに異議申し立てをしたりするのに参加する権利、言い換えれば、公的異議申し立ての体系に参加する資格を与えられている人々の人口の中での比率、公的異議申し立てに参加する権利の広がりを表す尺度。

ポリアーキーという概念の意義：民主主義の類型ではなく民主化の程度の測定

３　民主化の３局面：「自由化(liberalization)」「移行(transition)」「堅固化(consolidation)」

「自由化」：言論の自由の回復など、政治活動の制限が緩和すること。

「移行」：先行権威主義体制が崩壊することによって始まり、民主主義体制の枠内で相対的に安定した政治諸制度の配置が確立することによって終了する一連の過程。

「堅固化」：新しい民主主義諸制度とそれが確立するゲームのルールに対して、心底支持を送り、またそれに基づいた行動をとるようになること。
４　「民主化の第３の波」

　①「民主化の第３の波(The Third Wave)」（ハンチントン）

①第一の波：1828～1926年②第二の波：1943～1962年

③第三の波：1974～　南欧、中南米、東アジア東南アジア、旧ソ連中東欧、アフリカ　

　②民主化の三類型

　transformation(体制改革)：権威主義体制側のエリートが民主化を上から進める場合

　　台湾、ハンガリー、メキシコ、ソ連、ブルガリア、スペイン、インド、チリ、トルコ、ブラジル、ペルー、エクアドル、グァテマラ、ナイジェリア、パキスタン、スーダン

　replacement(体制変革)：民主化を求める反体制勢力の力によって体制が転覆される場合

　　東ドイツ、ポルトガル、フィリピン、ルーマニア、ギリシア、アルゼンチン    　

　transplacement(体制転換)：権威主義体制内部の穏健派と反体制運動内部の穏健派との間の妥協の結果として民主化が進む場合

　　ポーランド、チェコスロヴァキア、ニカラグア、モンゴル、ネパール、ウルグアイ、ボリビア、ホンジュラス、エルサルバドル、韓国、南アフリカ
５　民主化の動因に関する諸仮説

(1)構造論的説明：[一国の政治]以外の構造的要因を重視する説明

　①社会経済構造の変動

　（１）経済発展が民主主義を望む中間層を増大させて、権威主義体制を自動的に「熔解」させた。（リプセット仮説）

　（２）経済的自由化が資本家や中間層の国家からの自律性を高めて、民主化を促進させた。

　②国際環境の影響：冷戦構造の終焉による民主化制約要因の除去、非民主的体制の国外における支持の喪失、外国・国際機関・近隣諸国など国外のアクターによる民主化促進、「市場民主主義」という国際規範の浸透、他国の民主化の波及効果[統制(control)・伝染（contagion）・合意(consent) by[ Whitehead, ed.(1996)]

　③政治文化の変容：民主主義イデオロギーの普及による「市民社会」の形成
(2)制度論的説明：非民主的政治体制に内在する矛盾によって政治体制が周期的に崩壊する点を強調する説明

権威主義体制の長期化に伴って、体制の当初の支持者が離反する。

軍事政権の長期化に伴って軍が政治化し、軍の団結が侵蝕されるために、それを嫌う軍が自ら政権を手放す。

権威主義体制が自らに期待された短期的課題（左翼勢力の弾圧や経済再建など）に失敗すればその正当性はなくなるし、成功すれば課題自体が消滅することによって権威主義体制を長期的に正当化することは困難である。
権威主義体制下における良好な経済実績が民主主義体制への移行を促進した事例

　権威主義体制下における経済政策の失敗が、権威主義体制の退場と民主主義体制への移行を促進した事例

　ロジックは異なるが、権威主義体制下における経済的成功、経済的失敗のどちらの場合にも、民主主義体制への移行を帰結することがあるという点は興味深い。
(3)行動論的説明：一国の政治体制を構成する行為者および行為者の相互作用を重視する説明

　①諸アクターの相互作用・戦略的選択による帰結（体制内部の穏健派と民主化運動内部の穏健派による妥協の産物）

　②民主化運動の高揚による権威主義体制の一方的な「退出」、「民主化革命」
(4)構成主義(constructivism)に基づく説明 

①民主化運動による構造的な制約（冷戦構造・開発独裁による民主化に対する制約）からの「解放」（木宮、1995）

構造と行動との相互作用、構造認識の変化による説明：構造による一義的決定でもなく、また構造とは無関係に決定される単なる行為者による意図の帰結もしくは行為者による相互作用の帰結でもない。構造に制約されながらも、構造を相対化して構造を変えようとする、各行為者の政治的選択によって、構造による制約が変化する結果として、民主化が達成されたことを重視する。

②「民主化の紛争理論」仮説（恒川、2006）：民主主義体制の長期的持続は、激しい紛争と抑圧の過程で、人々が民主主義を価値として尊重する態度を学習する結果、可能となる。

Ⅱ　韓国の民主化

１：韓国における民主化運動の歴史

　解放直後における米軍政とそれに対する左右両派の対立、その中での米軍政に対する抵抗運動

　４・１９（1960年，学生革命・学生義挙）による李承晩政権の打倒

　第二共和国における民族自主化統一運動、米韓経済協定反対運動

　５・１６軍事クーデターと第三共和国の成立

　　日韓条約反対闘争（６・３世代）

　　三選改憲反対闘争

　　労働運動の政治化の萌芽（全泰壱焚身自殺事件のイムパクト）

　維新憲法への改憲と維新体制の成立・大統領緊急措置

　　在野勢力（知識人、宗教者、ジャーナリスト）および学生運動組織による反維新体制民主化運動

　　野党の鮮明化と民主化運動への加勢

　　労働運動との連携（YH貿易事件、東一紡績事件）

　韓国政治の特徴

　　[独裁権力　対　民主化運動]の相互作用としての展開

２：民主化への移行の政治過程

　①前史：民主化への移行の挫折（１９８０年）

　朴正煕（パクチョンヒ）の「暗殺」による維新体制の「終焉」

　ソウルの春（第一次３金時代）とその挫折（全斗煥（チョンドゥファン）ら新軍部勢力による政権掌握と光州民主化運動に対する弾圧）

　光州民主化運動（1980年5月）はなぜ無慈悲に弾圧されたか。

　　運動の地理的孤立、内部の葛藤

　　空挺部隊の導入

　②権威主義体制の「堅固化」期(1981-83年)

　　制限的な「自由化」措置と民主化運動の再建

　③融和局面(1984年)

　　市民社会の「復活」：民主化運動の全国組織の結成（民主化推進協議会（民推協）・民主・統一民衆運動聯合（民統聯））

　④選挙局面（1985-86年4月）

　　第１２代国会議員選挙(85年2月12日)：忠誠野党（民韓党・国民党）の没落と鮮明野党（新民党）の台頭（表２～４参照）

　　権威主義体制内部における亀裂（強硬派と穏健派）

　　民主化運動の勢力増大と潜在的亀裂（穏健派と急進派）

　　アメリカの圧力による与野党間の改憲交渉の開始：急進派勢力の孤立化を企図

　⑤民主化への移行（大統領直接選挙制への改憲を中心とした民主憲法争取）をめぐる膠着状態（86年5月-87年6月）

　　与野党間の改憲交渉の膠着化（与党：議院内閣制　ｖｓ　野党：大統領直選制）

　　野党の場外闘争と体制の力のよる弾圧

　　「李敏雨（イミンウ）構想」：野党新民党総裁李敏雨が、民主化措置実施と引き替えに議院内閣制に向けての合意改憲の可能性を示唆。

　　野党のよりいっそうの鮮明化（金泳三・金大中およびその支持勢力は「李敏雨構想」を拒否し、新民党脱党と新党「統一民主党」の創設）

　　４・１３護憲措置（87年）（憲法改正交渉を中止し、次期大統領は現憲法の間接選挙によって選ぶと全斗煥大統領が一方的に発表）

　⑥民主化への移行開始（87年6月）

　　「朴鍾哲（パクチョンチョル　ソウル大生）君拷問致死事件」「李韓烈（イハンニョル　延世大生）君催涙弾被弾による重体のちに死亡」：国家権力の道徳性の失墜とその結果としての体制内強硬派の相対的弱体化

　　与党大統領候補強硬指名（盧泰愚：ノテウ）

　　６月民主化大闘争の全国的拡散、いわゆる中間層を中心とする「市民」による積極的参加：民主化運動内部における穏健派と急進派との「最大規模連合」の成立：「国民運動本部（民主憲法争取国民運動本部）」

　　アメリカによる特使派遣（軍による政治介入の抑制）

　　６・２９「民主化」宣言（大統領直選制の受容・金大中の赦免復権など）

　　与野党間合意による改憲：大統領直接選挙制度の復活

３：韓国の事例と「民主化の比較政治学」：諸仮説に対する検討

(1)①⑴③（経済発展が民主主義を望む中間層を増大させて、権威主義体制を自動的に「熔解」させた（リプセット仮説））

では、1980年と1987年との違いが説明できない。（表１参照）

　①⑵（経済的自由化が資本家や中間層の国家からの自律性を高めて、民主化を促進させた）は、80年代の経済的自由化と民主化運動との関係が説明されない。：８０年代の民主化運動は、むしろ、８０年代当初の経済的自由化、安定化政策によってもたらされたコストの負担が、労働者の低賃金や農民の打撃という特定部門だけに集中したの、を是正するという側面を持っていた。したがって、経済的自由化と政治的民主化との関係は、それほど単線的なものではない。

　②冷戦の終焉、特に朝鮮半島における冷戦それ自体の変化は民主化の条件ではない。ただし、80年と比較すると87年におけるアメリカ政府の姿勢には顕著な違いがある。さらに、88年に控えたソウルオリンピックは、世界中の目を韓国の政治状況に注目させ、軍の政治介入による民主化運動の弾圧という選択肢を困難にした。

(2)（制度論的説明：非民主的政治体制に内在する矛盾によって政治体制が周期的に崩壊する点を強調する説明）は相当程度あてはまる（軍事政権の長期化に対する嫌悪感、軍それ自体の動向、経済実績の良好さと北朝鮮との決定的格差）

　韓国の事例は、中南米における軍事政権の退場とその帰結としての民主化の事例とは異なり、権威主義体制下における経済実績は非常に良好であった。にもかかわらず、もしくは、だからこそ、民主化が促されたという側面がある。経済の安定と良好な経済実績が、権威主義体制が自ら掲げた｢使命｣をまっとうすることによって、その存在理由を自らなくしたとも言えるから。

(3)①②（行動論的説明：一国の政治体制を構成する行為者および行為者の相互作用を重視する説明①諸アクターの相互作用・戦略的選択による帰結（体制内部の穏健派と民主化運動内部の穏健派による妥協の産物）②民主化運動の高揚による権威主義体制の一方的な「退出」、「民主化革命」）ともに、相当程度説明能力をもちうる。特に、①は非常に洗練された説明を提供する。（図１～２参照）

(4)　構成主義(constructivism)的アプローチによる説明：構造や制度に制約されながらも構造を構成する各行為者の行動と構造との相互作用を重視する。

１　アメリカ政府の対韓政策に80年とは異なる対応をもたらした要因：韓国における民主化運動の「急進化」（反米意識の高揚）とそれに対するアメリカ政府の危機意識。

　７０年代までの民主化運動における対米認識：韓国の民主化をアメリカは支持してくれるはずだという期待→

　８０年５・１８光州事件とそれに対するアメリカの対応、さらに、全斗煥政権の登場に対するアメリカの対応

こうしたアメリカの政策に対する不信・批判意識の台頭→

「反米」運動の頻発：アメリカ文化院（釜山・ソウル・光州）への放火・占拠事件→

韓国の現代史における再検討作業（米軍政や解放3年史）とアメリカの役割の再検討→

アメリカは韓国現代史において、韓国の民主化ではなく、むしろ自国の国益のために独裁政権を一貫して支持してきたのではないかという批判→

こうした急進派を孤立させようとするアメリカの対応（介入）→

８７年における全斗煥政権の対応に対するブレーキ（戒厳令の発動による軍事力の投入という光州事件と同様な対応は絶対とらせない。もし、そうなった場合、たとえ、短期的には民主化の弾圧による政治的安定に成功したとしても、中長期的には、韓国の民主化運動や国内世論を、急速に反米の方向に向かわせることになってしまう。）→

８７年における全斗煥政権の選択肢を狭め、大統領直接選挙制への憲法改正を受け入れるという帰結をもたらす。

２　中間層を中心とする市民社会の民主化運動に対する対応に80年とは異なる対応をもたらした要因（市民社会における機会・危険負担構造の変化）表５参照

　（一見逆説的であるが）７０年代と比較してより急進的になった８０年代の民主化運動が、なぜ、より広範な運動の動員を可能にしたのか。

　冷戦体制下において、さらに経済発展を優先させるためには、相当程度の民主主義に対する犠牲はやむをえないという認識（諦念）→

　運動の急進化による、そうした制約の「相対化」：民主主義を達成するためには、冷戦体制や従属的な資本主義体制の打破が必要であるという主張の登場と展開→

　８０年代における政治空間のイデオロギー的な拡大→大統領直接選挙制度への憲法改正要求が、決して急進的な要求ではなく、むしろ、非常に穏健で最大公約の支持を獲得しやすい要求として位置づけられるようになる。→

　さらに、冷戦体制の下であっても、さらに、経済発展を優先させるために、民主化を犠牲にするべきではないという認識が市民社会の中で拡散→

　全斗煥政権の対応過程における非道徳性の暴露による「怒り」の共有→

　民主化運動に参加することの心理的および物理的な閾値が低くなることによって、民主化運動に対する広範な参加が達成される。→

　「ネクタイ部隊」や「中小自営業者」による運動への参加と支持による運動の高揚

表１　階級構成の推移　１９６０−９０（単位：％）

	階級
	1960
	1970
	1980
	1990

	中上階級
	0.9
	1.3
	1.8
	1.4

	新中間階級
	6.6
	14.2
	17.7
	19.8

	旧中間階級
	13.0
	14.8
	20.8
	19.8

	勤労階級
	8.9
	16.9
	22.6
	34.7

	下流階級
	6.6
	8.0
	5.9
	3.8

	自営農漁民層
	40.0
	28.0
	23.2
	14.5

	零細農層
	24.0
	16.7
	8.1
	6.0

	合計
	100.0
	100.0
	100.0
	100.0


表2　　第１１代（1981年3月25日）国会議員選挙

	政党
	得票率（％）
	議席数
	議席占有率

	
	
	地域区
	全国区(比例区)
	合計
	地域区
	合計

	与党　民正党（民主正義党）
	35.6%
	90
	61
	151
	48.9%
	54.7%

	野党　民韓党
	21.6%
	57
	24
	81
	31.0%
	29.3%

	　　　国民党
	13.3%
	17
	7
	24
	9.2%
	8.7%

	その他
	18.8%
	8
	0
	8
	4.3%
	2.9%

	無所属
	10.7%
	11
	0
	11
	6.0%
	4.0%


表3　第１２代（1985年2月12日）国会議員選挙結果

	政党
	得票率（％）
	議席数
	議席占有率

	
	
	地域区
	全国区(比例区)
	合計
	地域区
	合計

	与党　民正党（民主正義党）
	35.3%
	87
	61
	148
	47.3%
	53.6%

	野党　新民党
	29.3%
	50
	17
	67
	27.2%
	24.3%

	　　　民韓党
	19.7%
	26
	9
	35
	14.1%
	12.7%

	      国民党
	9.2%
	15
	5
	20
	8.2%
	7.2%

	その他
	3.4%
	1
	0
	1
	0.5%
	0.4%

	無所属
	3.2%
	4
	0
	4
	2.2%
	1.4%


表4　第１２代国会議員選挙の５大都市における選挙結果

	都市
	得票率（％）
	獲得議席（）内はトップ当選者数

	
	民正党
	新民党
	その他
	民正党
	新民党
	その他

	ソウル
	27.3
	43.3
	29.4
	13(2)
	14(12)
	1(0)

	釜山
	28.0
	37.0
	35.0
	3(1)
	6(2)
	3(3)

	大邱
	28.3
	29.8
	41.9
	2(2)
	2(1)
	2(0)

	仁川

	37.1
	37.4
	25.5
	2(1)
	2(1)
	0(0)

	光州
	29.1
	45.7
	25.2
	2(0)
	2(2)
	0(0)

	全体
	28.4
	40.2
	31.4
	22(6)
	26(18)
	6(3)

	国全体
	35.3
	29.2
	35.5
	87(63)
	50(24)
	47(5)


表5　市民社会における政治意識の変化：「今後、わが国の政治発展にとって必要なものは何か」という質問に対する回答（選択項目からの２つの選択）の80年と87年との比較

	選択項目
	80年(%)
	87年(%)

	人権保障
	23.4
	15.6

	言論の自由
	（人権保障に含む）—
	25.4

	国家安保強化
	20.9
	9.6

	公正な分配
	15,4
	5.5

	社会正義の実現
	（公正な分配に含む）—
	11.9

	三権分立
	12.8
	7.9

	強力な指導者出現
	9.6
	選択項目なし

	政党社会団体の発展
	6.3
	（政党政治実現）7.2

	民族精神、文化の創達
	4.6
	選択項目なし

	行政能力極大化
	4.1
	選択項目なし

	統一
	選択項目なし
	8.8

	政治意識の涵養
	選択項目なし
	7.8

	その他
	0.8
	0.3

	応答なし
	2.2
	選択項目なし


図１　流産した民主化1979～1980年

	新軍部

民間反対勢力
	対決
	妥協

	対決
	暴力的葛藤

クーデター

権威主義体制の復元

（１，４）
	新軍部勢力の退場

保障のない民主主義

（４，１）

	妥協
	新軍部勢力による改訂権威主義に対する反対勢力の降伏

（２，３）
	新軍部に対する事前の保障を約束した妥協による民主主義

（３，２）


（民間反対勢力の利得、　新軍部勢力の利得）

１＝最悪、２＝次悪、３＝次善、４＝最善

図2　対峙状況：1985～1987年6月

	体制内穏健派

穏健反対勢力
	強硬戦略
	妥協戦略

	非妥協戦略
	クーデターの可能性が小さい中での対峙

（２，３）
	保障のない民主主義

（４，１）

	妥協戦略
	改訂権威主義に対する反対勢力の降伏

（１，４）
	事前保障を通した妥協的民主主義

（３，２）


（穏健反対勢力の利得、　体制内穏健派の利得）

１＝最悪、２＝次悪、３＝次善、４＝最善

図3　民主主義への移行開始：1987年6月～

	体制内改革派

穏健反対勢力
	強硬戦略
	妥協戦略

	非妥協戦略
	暴力的葛藤

親衛クーデター

体制内改革派と穏健反対勢力の同時没落

権威主義の復元

（１，１）
	保障のない民主主義

実質的・社会経済的民主化

（４，２）

	妥協戦略
	反対勢力に対する譲歩を通した権威主義維持

（２，４）
	事前保障を通した妥協的民主主義

（３，３）


（穏健反対勢力の利得、　体制内改革派の利得）

１＝最悪、２＝次悪、３＝次善、４＝最善
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